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全体 製造業 卸売業 ⼩売業 サービス業 その他
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(百万円)

Ⅲ-１ 地域経済好循環システムの構築（中堅・中⼩企業・⼩規模事業者、サービス産業）

地域の経営者は、⾃らの経営資源や知⾒だけでは、ＩＴ化・データ活⽤に向けた導⼊コストや、⼈材・知識不⾜など課
題が多い。 地域に根差し、機動的な経営判断ができるなどの事業者の本来の強みが⼗分に活かされていない。

・中⼩企業、観光・飲⾷・⼩売等のサービス事業者、農業者などが付加価値・⽣産性を⾼めることを後押しする。地域の特性を活かし
た成⻑産業や良質な雇⽤が⽣まれるなど、地域経済の好循環を実現。

・2020年までに、⿊字の中⼩企業・⼩規模事業者が140万社に倍増する、サービス産業の労働⽣産性の伸び率が倍（２％）
となるなど、個々の事業者の付加価値・⽣産性向上と地域経済の好循環を両輪で進展させる。

50％

IT投資と売上⾼の関係

⼤企業との差は拡⼤傾向。
中⼩企業の⽣産性は伸び悩み、
⼤企業との差は拡⼤傾向。 IT投資に積極的な中⼩企業の⽅が、

売上⾼の⽔準が⾼い。

⽬指す姿

・「野⽣の猿／温泉／雪」の組合せがヒット。
・地銀とREVICによるファンドから資⾦を供給され、
温泉街の空き店舗や廃業旅館を再⽣。飲⾷店、
ホステルなど外国⼈観光客の滞在環境を整備。

⼩売 ITの専⾨性がなくとも、⾝近な税理⼠等の
勧めでクラウドサービスを導⼊。POSレジや受発注
システムと連携して売上データができ、経理も簡単
に。データ分析やAIで商品⼊れ替え・価格最適
化。魅⼒的な新サービスを開始。

観光地 地元有志でまちづくり会社を設⽴。地域
の銀⾏やファンドから資⾦や経営⽀援を得て、空き
店舗や古⺠家等を再⽣。IT企業出⾝者や若⼿
⼈材が活躍し、観光客のデータを分析し、街の活
性化と個々の事業者の⽣産性向上を実現。

変⾰後の⽣活・現場

・加盟店が共通で使えるPOS／受発注のシス
テムを開発。データ分析で販売価格・数量の
関係から最適な売価を算出。店舗の販売実
績・在庫から商品を⾃動発注。

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400

08 09 10 11 12 13 14 15

（万円／⼈）

(年度)

⼤企業製造業

⼤企業⾮製造業

中⼩企業⾮製造業

中⼩企業製造業

（資料）（株）WAKUWAKUやまのうち（資料）全⽇⾷チェーン、全⽇本⾷品（株）

（財務省「法⼈企業統計調査年報」より） 労働⽣産性＝1⼈当たり付加価値額 （中⼩企業⽩書（2016年版）より）

規模別労働⽣産性の推移

販売数量

販売価格 43

（１）⽬指すべき社会

全⽇⾷チェーン（⼩売） WAKUWAKUやまのうち（観光）



44

１．地域の現場の付加価値・⽣産性を向上させるＩＴ化・データ利活⽤等の促進

３．地域の⾯的活性化、圏域全体への波及
 「地域未来投資促進法」により、地域経済を牽引する事

業について、地⽅創⽣推進交付⾦、税制、ファンドによる
リスクマネー供給、地域でのデータ活⽤促進など⽀援策
を重点投⼊し、３年で2000社程度の⽀援を⽬指す。

 中⼩企業等へのIT・クラウドサービス導⼊等による⽣産性向上の「⾒える
化」を図り、⽀援機関等と連携した導⼊⽀援策を検討し、本年中に結論。

 中⼩企業等のデータを⽤いた新サービス・付加価値創出に向け、
専⾨家の⽀援を本年度末までに１万社以上に対して⾏う等により、 現場
へのIT、ロボットの活⽤・導⼊を促進する。

 サービスの現場に関わる⼈材が備えるべきスキルを「おもてなしスキルスタン
ダード」（仮称）として本年中に策定。

 事業承継：⼈材不⾜や経営者の⾼齢
化が進展。早期・計画的な承継準備、
事業承継を契機とした後継者等による
経営⾰新等への⽀援に取り組む。
今後５年程度、集中的に実施。

同意

国：基本⽅針

 地域の強みを
生かした計画

 RESAS（地域
内外の取引等
のデータを分
析するシステ

ム）等を活用

⾃治体：基本計画

承
認

事業者：地域経済牽引事業計画

※⺠間事業者が申請（⾃治体と連携も可）
〔事業計画の例〕
・先端技術を活かした成⻑ものづくり分野
（医療機器、航空機など）

・農林⽔産物の海外市場獲得
・ＩｏＴ、ビッグデータ活⽤
・観光、スポーツ、⽂化、まちづくり関連 等
〔事業計画のポイント〕
地域経済への波及効果 等

⼈・モノ・⾦・情報・規制改⾰等の
施策パッケージにより集中的に⽀援

２．成⻑資⾦の供給、⼈材・ノウハウの活⽤
 地域⾦融機関等が、事業者への担保や個⼈保証に過度に依

存しない融資や課題解決の提供に取り組むことが重要。
- ⾦融機関と事業者双⽅の⽣産性向上に向け、⾦融仲介機

能の発揮状況、企業の経営状況を診断するベンチマークなどの
事業者への普及や⾦融機関での活⽤状況の開⽰を促す。

- 経営者の経営改善・⽣産性向上の意欲を⾼め、⾦融機関が
事業性評価・経営⽀援を適切に⾏う動機付けになるよう信⽤
保証制度を強化する。

（保証付きの融資／無保証の融資の適切なバランス確保 等）

（右写真）静岡県事業引継ぎ⽀援センターによる後継者マッチングの成⽴事例

(株)マネーフォワードは、経理などバックオフィス業務を効率化
業務効率化のためのＩＴ・クラウドサービス

（マネーフォワード社提供）

Ⅲ-１ 地域経済好循環システムの構築（中堅・中⼩企業・⼩規模事業者、サービス産業） （２）今後の取組
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⼿仕事による調整では取引拡⼤に限界。
実需者ニーズに応えた、きめ細かな対応

までは⼿が回らず。

限られた情報から、個々の
経験と勘に照らして作業を

決定。

規模拡⼤とともに巡回範囲が広域
化。⽇常的な負担が重く、⽣育状
況の確認や栽培管理が粗放化。

きめ細かな営農履歴の把握
や、従業員間の情報共有に

限界。

Ⅲ-２ 地域経済好循環システムの構築（農林⽔産業）

○営農履歴、オープンデータ、ビッグデー
タ等を基に、最適な営農計画を⽴案

○農地ごとの作業履歴を従業員で共
有。販売時のトレーサビリティにも活⽤

【ICTを活⽤した営農計画※の⽴案・管理】 【バリューチェーン全体での付加価値向上】
※どのような品種を、いつ

植え、どのタイミングで農
薬をまき、いつ収穫する
かといった栽培・作業の
計画

今後の取組１ 〜スマート農業を実現〜
① 公的機関等が保有する農業、地図、気象等の情報のオープン化や提供を進める。
② 様々なデータを共有・活⽤できる「農業データ連携基盤」を本年中に⽴ち上げる。
③ データに基づく農業の現場への実装を進めるとともに、取組を流通や消費のバリューチェーン全体に広げる。

○様々な地域の農業者が⽣産・出荷の予
測・実績データを共有・連携し、実需者
への安定供給、流通の効率化を実現

【精密農業による⾼品質な農産物の低コスト⽣産】
あらかじめ決まった
価格での安定供給

出荷量、時刻に合
わせた効率的な物
流や迅速な供給 加⼯⽤・業務⽤の施設等

卸売市場や⼩売店等○センサーにより、
⽣育環境を継
続的に把握

＜変⾰後＞

○⽣育状況のデータや気象
等のオープンデータの分析
を基に、ほ場単位で、最適
期に、最適な作業（施肥・
防除・収穫等）を実施

○ドローン等を利
⽤して、農産物
の⽣育状況を
⼀気に把握

⼈の⽬では捉えられない情報も含め、
効率的にきめ細かく⽣育状況を把握 ＜最適期に最適作業を実施＞

（気象データ）

（出所）図１：⽇⽴ソリューションズ「GeoMation農業⽀援アプリケーション」、図２：未来投資会議構造改⾰徹底推進会合 (農業)(第５回)ISSA⼭形提出資料、図３〜５：未来投資会議構造改⾰徹底推進会合 (農業)(第６回)農林⽔産省提出資料

（図１） （図２） （図３）

（図４）

（図５）

 農林漁業者 経験や勘のみに頼らず、⽣育状況・気象・市況などデータを駆使して最適作業や実需者（⼩売店、加⼯業者
等）との直接取引を実施。⾼い⽣産性を実現している｡

変⾰後の⽣活・現場
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（１）⽬指すべき社会 ・ 今後の取組 ①

【紙地図やノートにより営農を管理】
＜これまでの農業現場＞

【⼈が⾜を運び、⽬で⾒た情報を基に作業を決定】 【FAXと⼿仕事での出荷調整】

＜ ＞



１．農業者が⾃由に経営展開できる環境を整備 ３．林業・⽔産業の成⻑産業化に挑戦
〜我が国の潜在⼒を引き出し、抜本的改⾰により所得を向上 農地中間管理機構の機能を⼀層強化

 40年以上続いた⽶の⽣産調整の⾒直しを着実に実施
 農協・農業委員会等の改⾰をフォローアップ
 経営体の育成・確保のための環境を整備

 ⽣産資材の価格を引き下げ
-農業競争⼒強化⽀援法に基づき
業界再編を推進

-各種法制度と運⽤を合理化・効率化

 林業の成⻑産業化と森林資源の適切な管理のための仕組
みを年内に取りまとめ

 漁業の成⻑産業化や資源管理の充実のための施策を関係
法律の⾒直しを含め検討
＜漁業の課題＞
・我が国周辺は世界有数の豊
かな漁場であるが、過去30年
間で⽇本の漁業⽣産は半減
（世界全体では倍増）
・⽣産性も欧⽶に劣る

今後の取組２ 〜競争⼒強化を更に加速〜

⽇本 オーストリア

森林⾯積 2,508万ha 389万ha

⽊材⽣産量 2,492万㎥ 1,739万㎥

伐採搬出コスト 9,000
円／㎥

2,400〜5,500
円／㎥

林内路網密度 21m／ha 89m／ha

【伐採搬出コストの⽐較（⽇・オーストリア）】

＜林業の課題＞
・戦後造成された⼈⼯林が本
格的な利⽤期を迎えているが、
経済ベースで活⽤できていない
・適切な管理が⾏われていない
森林も存在

－経済界との連携を強化 －営農しながら経営を学べる場（農業経営
塾）を本年度20県程度で開講

国名 漁業者数 漁業・養殖業
⽣産量

漁業者1⼈
当たり⽣産量

漁船１隻当
たり⽣産量

アイスランド 5千⼈ 110万4千トン 225.2トン 791.7トン

ノルウェー 1万8千⼈ 378万8千トン 214.5トン 637.9トン

韓国 10万9千⼈ 331万3千トン 30.3トン 46.5トン

⽇本 17万3千⼈ 476万9千トン 27.6トン 31.2トン

中国 1416万1千⼈ 7614万9千トン 5.4トン 71.5トン

市場 156円 直売 120円

価格⽐（対韓国）（事例）

肥料 約1.7~2.1倍

農薬 約0.7~3.3倍

農業機械 約1.2~1.6倍

経団連主催による農業法⼈協会交流会の様⼦
(2016.6.17開催) （経団連ＨＰより）

４．2019年の農林⽔産物・⾷品の輸出額1兆円を達成
 ⽇本⾷品海外プロモーションセンター(JFOODO)を核として

販売を⽀援
 国際⽔準GAP等の実施と認証取得を拡⼤

秋⽥県における先⾏的な取組（次世代農業経営
者ビジネス塾）（美の国あきたネットより）

（平成28年
度⾷料・農
業・農村⽩書
より）

(未来投資会議
構造改⾰徹底推
進会合(農業)
第1回農林⽔産
省提出資料より)

（農林⽔産業・地域の活⼒創造本部（第２１回）資料５より）

（農林⽔産業・地域の活⼒創造本部（第２１回）資料６より）

２．農業者の努⼒では解決できない構造的問題を解決

 流通・加⼯の構造改⾰
ｰ農業競争⼒強化⽀援法に基づき、
中間流通の抜本的合理化を含め
事業・業界の再編を推進

-卸売市場法について、合理的理由
のなくなっている規制を廃⽌

【⽣産資材価格の⽇韓⽐較】

【市場流通・直売流通の価格⽐較(キャベツ⼀⽟当たり)】

38

64

18

38

29

26
8
17

37

⽣産者利益

⽣産経費

流通経費 直売所
⼿数料

⼩売経費

仲卸経費

卸売経費
集出荷団体経費

⽣産者利益

⽣産経費

円

円

円

円
円

円

円

円

円

Ⅲ-２ 地域経済好循環システムの構築（農林⽔産業） （２）今後の取組 ②
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Ⅲ-３ 地域経済好循環システムの構築（観光）

多様な関係者を巻き込んだ、観光資源の磨き上げ、データの活⽤による効果的なマーケティングなどを通じて、全国各地で個性あふれる観
光地が形成され、こうした魅⼒ある観光地を追い求める国内外からの観光客でにぎわっている。

ヒト・モノ・カネ・データの活発な循環により観光産業の付加価値・⽣産性を⾼めるとともに、国内外の観光客が全国各地に分散。

変⾰後の⽣活・現場

⽬指す姿

○魅⼒ある公的施設・インフラの⼤胆な解放
• ⾚坂迎賓館・京都迎賓館において季節に応じた
夜間開館の実施。⾚坂迎賓館前の公園に、カフェ
及び休憩機能、トイレ等を有する施設を整備。

【観光資源の保存と活⽤のレベルアップを図り⽇本の魅⼒を再発⾒】

今後の取組

【地域の多様な関係者を巻き込んだ観光地域づくりの推進】
○DMO（観光地域づくりの舵取り役）の推進

• 地域の多様な関係者を巻き込みながら、ヒト・
モノ・カネ・データを活⽤し、地域⼀体の魅⼒
的な観光地域づくりや戦略に基づく⼀元的な
情報発信・プロモーションを実現。

• 情報・⼈材・財政⾦融⽀援の「３本の⽮」に
よる地域⽀援を実施し、2020年までに世界
⽔準DMOを全国で100組織形成。全国各
地の特⾊をいかした観光地を形成。

○古⺠家等の歴史的資源を活⽤した観
光まちづくりの推進
•地域の古⺠家等の歴史的資源を上質
な宿泊施設やレストランに改修し、
観光まちづくりの核として再⽣・活
⽤する取組を、2020年までに全国
200地域で展開。

○国⽴公園満喫プロジェクト
• 「ステップアッププログラム2020」に
基づき、公募等により⺠間事業者の知
恵や資⾦を最⼤限活⽤し、上質なホテ
ル誘致等の取組を実施。

（阿寒国⽴公園 環境省提供）

○新しい観光資源の開拓
•伝統芸能やスポーツイベント等の多⾔
語化や夜間開催等の取組を実施。

【時代にあった⼈材の活⽤・育成】

○観光MBAの開設を通じた観光経
営⼈材の育成により良質な⼈材を
確保。観光産業全体を牽引。

○通訳案内⼠法改正による地域ガ
イド制度の創設により幅広い主
体による通訳ガイドを実現。

【データの活⽤による
付加価値・⽣産性の向上】

○都道府県別の⼊込客数、消費
額に関する統計調査の本格実施
により、観光客の動向を踏まえ
た戦略的なマーケティングを
実現。
○データ分析に基づくマーケティ
ングの実施や、外国⼈視点によ
るウェブサイト等のコンテンツ
の充実により、国別戦略に基づ
くプロモーションを展開。

【成⻑資⾦の供給】
○地銀や官⺠ファンド等を通じ
た資⾦供給により観光地の再
⽣・活性化を実現。

• 桂離宮の1⽇当たりのガイドツアー
回数・総定員を拡充。外国⼈専⽤の
英語ガイドツアーを新たに実施。

【キッズウィークの設定による休暇の分散】

ヒト

モノ

カネ

データ

（⼀般社団法⼈せとうち観光推進機構・株式会社瀬⼾内ブランド
コーポレーション提供）
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（桂離宮 宮内庁提供）



Ⅲ-４ 地域経済好循環システムの構築（スポーツ・⽂化芸術）

・地⽅都市の活性化には、⼈々が集う交流拠点の創出が必要。スポーツはその有望分野。⼀⽅、これまでスポーツ施設の
多くは「する」視点中⼼で整備されており、「観る」を楽しむ・集客⼒を⾼めるといった視点が乏しかった。

・これからは、商業施設等の併設や中⼼市街地の⽴地などにより収益性のある「スタジアム・アリーナ改⾰」が重要。改⾰の
構想は全国で出てきている。こうしたスタジアム・アリーナを、多様な世代の集う交流拠点としていく。

【⽂化芸術】・我が国の⽂化芸術産業の経済規模は他の主要国より低いが、⽂化への投資は地域経済への波及効果が期待できる。
⽂化芸術資源の活⽤を進め、⽂化芸術・観光・産業が⼀体となり新たな価値を⽣み出す「稼ぐ⽂化」を実現する。

⽬指す姿

 地⽅都市 ⾃治体と地元企業等が連携し、魅⼒的なスポーツ観戦だけでなく、コンサートや健康づくりなど、多様な世代が集う地域
の交流拠点となるスタジアム・アリーナを構想、⺠間投資やノウハウを活⽤し、魅⼒ある施設を効率的に整備・運営。

変⾰後の⽣活・現場

歩ける最寄り駅がない:4割
全⾯屋根付きでない:７割

Wi-Fi環境がない:８割
（Jリーグスタジアムの環境）

・郊外で、市中⼼から電⾞・
バスで数⼗分

・観客席からピッチが遠い。
・年間試合⽇数約20程度

総合エンターテインメント空間のメインアリーナ、
⽇常の市⺠活動ができるサブアリーナなど⼯夫
し、世代を超えた交流⼈⼝を呼び込む

プロスポーツ

コンサート
・コンベンション

市⺠活動
・スポーツ⼤会

今治サッカースタジアム

滋賀アリーナ

●

京都スタジアム
横浜⽂化体育館

再整備

甲府サッカースタジアム

⽇本ハムスタジアム

豊橋
新アリーナ

横浜スタジアム
⼤規模改修

野球スタジアム

サッカースタジアム

バスケットボール
アリーナ

秋⽥アリーナ

那覇市サッカー
スタジアム

広島市サッカー
スタジアム

キンチョウ
スタジアム改修 沖縄アリーナ

⼭形サッカースタジアム

（スタジアム・アリーナ改⾰の構想の例）

スタジアム・アリーナ改⾰への機運は⾼まっている。

各国の⽂化ＧＤＰ（対ＧＤＰ⽐）

我が国の⽂化GDPは、諸外国と⽐較して低い
（％）

⽇本の⽂化GDP
（8.7兆円）

⾼松アリーナ

⻄宮アリーナ

(平成29年3⽉24⽇未来投資会議 Ｂリーグ資料（報道資料等を基に作成）より）

（平成29年3⽉24⽇未来投資会議豊橋市提出資料を基に作成）
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・アート作品と瀬⼾内海の
島々の⾃然や⽂化を体感
する現代アートの祭典

・来場者数約104万⼈
・地域経済波及効果は
約139億円

（事業費約12.3億円）
（ 「⽂化産業の経済規模及び経済波及効果に関する調査研究事業」
（ニッセイ基礎研究所）より作成）

芸術祭開会式の様⼦

（KPMGジャパン スポーツアドバイザリー室「スタジアムアセスメント
レポート2016」より)

めの場所という観点が強かった傾向
これまでのスポーツ施設は、スポーツを「する」た
めの場所という観点が強かった傾向

（１）⽬指すべき社会

（例）豊橋市の新アリーナの構想

（例）瀬⼾内国際芸術祭2016

【 スポーツ 】

（Photo: Shintaro Miyawaki）



＜スポーツ産業の未来開拓＞
 スポーツを核とした地域活性化：
全国のスタジアム・アリーナについて、魅⼒的なスポーツ観戦が楽しめるだけ
でなく、⾳楽イベントや健康づくりなど、多様な世代が集う交流拠点として、
2025年までに新たに20拠点実現する。

 スポーツコンテンツホルダーの経営⼒向上、新ビジネス創出促進

＜⽂化芸術資源を活⽤した経済活性化＞

スポーツチーム・企業が地域の発展に貢献

公園における
⺠間参⼊を促進

- 地域のニーズに応じた専⾨家派遣、施設の効率的整備・運営に向けた
PPP/PFIの活⽤、⾼速無線LANや４K・８K等の⾼度な映像配信技術、
改正都市公園法の制度活⽤などによる⺠間活⼒の導⼊促進、地域未来投
資促進法(地域ぐるみ事業の集中的⽀援)の活⽤ 等

- 「部活動指導員」の制度化で、地域のスポーツ指導者が、教員でなくとも部活
動の指導・引率が可能に。⼦どもたちが質の⾼い指導を受け、スポーツをする機
会も増やしていく。スポーツの指導ビジネスなど、学校と地域スポーツ団体・企
業等の連携も進める。

⾮⽇常空間と⽇常空間の融合

※都市公園にあるスポーツ
施設は全国に多数。

- ⼤学スポーツの⼤学横断的・競技種⽬横断的な運営などを担い、健全な⼤学
スポーツビジネスの確⽴を⽬指す組織（⽇本版ＮＣＡＡ）の2018年度の
創設を⽬指し、産学官で検討を進める。

 ⽂化財の更なる公開・活⽤の促進：⽂化財の所有者や管理者への展⽰企
画への助⾔や相談対応などを⾏う、⼀元的な窓⼝の設置を進める。⽂化財保護
制度について、持続的活⽤の観点から⾒直しを進める。

 ⼈材育成：学芸員の質的向上や⾼度プロデューサー⼈材等の育成をはじめ、
多様な⼈材の戦略的な育成・確保に取り組む。

例）⻑崎市は、⽂化財（出島、教会、洋館群、産業遺産
など）や夜景などの⽂化遺産を観光資源としても整備
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Ⅲ-４ 地域経済好循環システムの構築（スポーツ・⽂化芸術） （２）今後の取組

プロスポーツ コンサート

市⺠活動

スポーツを核とした地域活性化

部活動 スポーツ⼤会

史跡出島和蘭商館跡の活⽤ ⻑崎居留地まつり
（東⼭⼿洋⾵住宅群の様⼦）(写真提供：⻑崎市)


